
 

参考条文 

 

住民基本台帳法 

（個人又は法人の申出による住民基本台帳の一部の写しの閲覧） 

第十一条の二 市町村長は、次に掲げる活動を行うために住民基本台帳の一部の写しを閲

覧することが必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該申出

を行う者（以下この条及び第五十条において「申出者」という。）が個人の場合にあつては

当該申出者又はその指定する者に、当該申出者が法人（法人でない団体で代表者又は管理人

の定めのあるものを含む。以下この条及び第十二条の三第四項において同じ。）の場合にあ

つては当該法人の役職員又は構成員（他の法人と共同して申出をする場合にあつては、当該

他の法人の役職員又は構成員を含む。）で当該法人が指定するものに、その活動に必要な限

度において、住民基本台帳の一部の写しを閲覧させることができる。 

一 統計調査、世論調査、学術研究その他の調査研究のうち、総務大臣が定める基準に照ら

して公益性が高いと認められるものの実施 

二 公共的団体が行う地域住民の福祉の向上に寄与する活動のうち、公益性が高いと認め

られるものの実施 

三 営利以外の目的で行う居住関係の確認のうち、訴訟の提起その他特別の事情による居

住関係の確認として市町村長が定めるものの実施 

（略） 

 

（本人等の請求による住民票の写し等の交付） 

第十二条 市町村が備える住民基本台帳に記録されている者（当該市町村の市町村長がそ

の者が属していた世帯について世帯を単位とする住民票を作成している場合にあつては、

当該住民票から除かれた者（その者に係る全部の記載が市町村長の過誤によつてされ、かつ、

当該記載が消除された者を除く。）を含む。次条第一項において同じ。）は、当該市町村の市

町村長に対し、自己又は自己と同一の世帯に属する者に係る住民票の写し（第六条第三項の

規定により磁気ディスクをもつて住民票を調製している市町村にあつては、当該住民票に

記録されている事項を記載した書類。以下同じ。）又は住民票に記載をした事項に関する証

明書（以下「住民票記載事項証明書」という。）の交付を請求することができる。 

２ 前項の規定による請求は、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を明らかに

してしなければならない。 

一 当該請求をする者の氏名及び住所 

二 現に請求の任に当たつている者が、請求をする者の代理人であるときその他請求をす

る者と異なる者であるときは、当該請求の任に当たつている者の氏名及び住所 

三 当該請求の対象とする者の氏名 

四 前三号に掲げるもののほか、総務省令で定める事項 

29 ページ



 

３ 第一項の規定による請求をする場合において、現に請求の任に当たつている者は、市町

村長に対し、個人番号カード（番号利用法第二条第七項に規定する個人番号カードをいう。

以下同じ。）を提示する方法その他の総務省令で定める方法により、当該請求の任に当たつ

ている者が本人であることを明らかにしなければならない。 

４ 前項の場合において、現に請求の任に当たつている者が、請求をする者の代理人である

ときその他請求をする者と異なる者であるときは、当該請求の任に当たつている者は、市町

村長に対し、総務省令で定める方法により、請求をする者の依頼により又は法令の規定によ

り当該請求の任に当たるものであることを明らかにする書類を提示し、又は提出しなけれ

ばならない。 

５ 市町村長は、特別の請求がない限り、第一項に規定する住民票の写しの交付の請求があ

つたときは、第七条第四号、第五号及び第八号の二から第十四号までに掲げる事項の全部又

は一部の記載を省略した同項に規定する住民票の写しを交付することができる。 

６ 市町村長は、第一項の規定による請求が不当な目的によることが明らかなときは、これ

を拒むことができる。 

７ 第一項の規定による請求をしようとする者は、郵便その他の総務省令で定める方法に

より、同項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書の送付を求めることができ

る。 

 

（本人等以外の者の申出による住民票の写し等の交付） 

第十二条の三 市町村長は、前二条の規定によるもののほか、当該市町村が備える住民基本

台帳について、次に掲げる者から、住民票の写しで基礎証明事項（第七条第一号から第三号

まで及び第六号から第八号までに掲げる事項をいう。以下この項及び第七項において同じ。）

のみが表示されたもの又は住民票記載事項証明書で基礎証明事項に関するものが必要であ

る旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該申出をする者に当該住民票

の写し又は住民票記載事項証明書を交付することができる。 

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために住民票の記載事項を確認する

必要がある者 

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者 

三 前二号に掲げる者のほか、住民票の記載事項を利用する正当な理由がある者 

２ 市町村長は、前二条及び前項の規定によるもののほか、当該市町村が備える住民基本台

帳について、特定事務受任者から、受任している事件又は事務の依頼者が同項各号に掲げる

者に該当することを理由として、同項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書

が必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該特定事務受任者

に当該住民票の写し又は住民票記載事項証明書を交付することができる。 

３ 前項に規定する「特定事務受任者」とは、弁護士（弁護士法人を含む。）、司法書士（司

法書士法人を含む。）、土地家屋調査士（土地家屋調査士法人を含む。）、税理士（税理士法人
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を含む。）、社会保険労務士（社会保険労務士法人を含む。）、弁理士（弁理士法人を含む。）、

海事代理士又は行政書士（行政書士法人を含む。）をいう。 

４ 第一項又は第二項の申出は、総務省令で定めるところにより、次に掲げる事項を明らか

にしてしなければならない。 

一 申出者（第一項又は第二項の申出をする者をいう。以下この条において同じ。）の氏名

及び住所（申出者が法人の場合にあつては、その名称、代表者又は管理人の氏名及び主たる

事務所の所在地） 

二 現に申出の任に当たつている者が、申出者の代理人であるときその他申出者と異なる

者であるときは、当該申出の任に当たつている者の氏名及び住所 

三 当該申出の対象とする者の氏名及び住所 

四 第一項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書の利用の目的 

五 第二項の申出の場合にあつては、前項に規定する特定事務受任者の受任している事件

又は事務についての資格及び業務の種類並びに依頼者の氏名又は名称（当該受任している

事件又は事務についての業務が裁判手続又は裁判外手続における民事上若しくは行政上の

紛争処理の手続についての代理業務その他の政令で定める業務であるときは、当該事件又

は事務についての資格及び業務の種類） 

六 前各号に掲げるもののほか、総務省令で定める事項 

５ 第一項又は第二項の申出をする場合において、現に申出の任に当たつている者は、市町

村長に対し、個人番号カードを提示する方法その他の総務省令で定める方法により、当該申

出の任に当たつている者が本人であることを明らかにしなければならない。 

６ 前項の場合において、現に申出の任に当たつている者が、申出者の代理人であるときそ

の他申出者と異なる者であるときは、当該申出の任に当たつている者は、市町村長に対し、

総務省令で定める方法により、申出者の依頼により又は法令の規定により当該申出の任に

当たるものであることを明らかにする書類を提示し、又は提出しなければならない。 

７ 申出者は、第四項第四号に掲げる利用の目的を達成するため、基礎証明事項のほか基礎

証明事項以外の事項（第七条第八号の二及び第十三号に掲げる事項を除く。以下この項にお

いて同じ。）の全部若しくは一部が表示された住民票の写し又は基礎証明事項のほか基礎証

明事項以外の事項の全部若しくは一部を記載した住民票記載事項証明書が必要である場合

には、第一項又は第二項の申出をする際に、その旨を市町村長に申し出ることができる。 

８ 市町村長は、前項の規定による申出を相当と認めるときは、第一項に規定する住民票の

写し又は住民票記載事項証明書に代えて、前項に規定する住民票の写し又は住民票記載事

項証明書を交付することができる。 

９ 第一項又は第二項の申出をしようとする者は、郵便その他の総務省令で定める方法に

より、第一項に規定する住民票の写し又は住民票記載事項証明書の送付を求めることがで

きる。 
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（除票の写し等の交付） 

第十五条の四 市町村が保存する除票に記載されている者は、当該市町村の市町村長に対

し、その者に係る除票の写し（第十五条の二第二項の規定により磁気ディスクをもつて除票

を調製している市町村にあつては、当該除票に記録されている事項を記載した書類。次項及

び第三項並びに第四十六条第二号において同じ。）又は除票に記載をした事項に関する証明

書（次項及び第三項並びに同号において「除票記載事項証明書」という。）の交付を請求す

ることができる。 

２ 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である場合には、

市町村長に対し、当該市町村が保存する除票の写しで第七条第八号の二及び第十三号に掲

げる事項の記載を省略したもの又は除票記載事項証明書で同条第一号から第八号まで、第

九号から第十二号まで及び第十四号に掲げる事項その他政令で定める事項に関するものの

交付を請求することができる。 

３ 市町村長は、前二項の規定によるもののほか、当該市町村が保存する除票について、次

に掲げる者から、除票の写しで除票基礎証明事項（第七条第一号から第三号まで及び第六号

から第八号までに掲げる事項その他政令で定める事項をいう。以下この項において同じ。）

のみが表示されたもの又は除票記載事項証明書で除票基礎証明事項に関するものが必要で

ある旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該申出をする者に当該除票

の写し又は除票記載事項証明書を交付することができる。 

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために除票の記載事項を確認する必

要がある者 

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者 

三 前二号に掲げる者のほか、除票の記載事項を利用する正当な理由がある者 

４ 市町村長は、前三項の規定によるもののほか、当該市町村が保存する除票について、第

十二条の三第三項に規定する特定事務受任者から、受任している事件又は事務の依頼者が

前項各号に掲げる者に該当することを理由として、同項に規定する除票の写し又は除票記

載事項証明書が必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該特

定事務受任者に当該除票の写し又は除票記載事項証明書を交付することができる。 

（略） 

 

（戸籍の附票の写しの交付） 

第二十条 市町村が備える戸籍の附票に記録されている者（当該戸籍の附票から除かれた

者（その者に係る全部の記載が市町村長の過誤によつてされ、かつ、当該記載が消除された

者を除く。）を含む。次項において同じ。）又はその配偶者、直系尊属若しくは直系卑属は、

当該市町村の市町村長に対し、これらの者に係る戸籍の附票の写し（第十六条第二項の規定

により磁気ディスクをもつて戸籍の附票を調製している市町村にあつては、当該戸籍の附

票に記録されている事項を記載した書類。次項及び第三項並びに第四十六条第二号におい
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て同じ。）の交付を請求することができる。 

２ 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である場合には、

市町村長に対し、当該市町村が備える戸籍の附票に記録されている者に係る戸籍の附票の

写しで第十七条第七号に掲げる事項の記載を省略したものの交付を請求することができる。 

３ 市町村長は、前二項の規定によるもののほか、当該市町村が備える戸籍の附票について、

次に掲げる者から、戸籍の附票の写しで第十七条第二号から第六号までに掲げる事項のみ

が表示されたものが必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当

該申出をする者に当該戸籍の附票の写しを交付することができる。 

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために戸籍の附票の記載事項を確認

する必要がある者 

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者 

三 前二号に掲げる者のほか、戸籍の附票の記載事項を利用する正当な理由がある者 

４ 市町村長は、前三項の規定によるもののほか、当該市町村が備える戸籍の附票について、

第十二条の三第三項に規定する特定事務受任者から、受任している事件又は事務の依頼者

が前項各号に掲げる者に該当することを理由として、同項に規定する戸籍の附票の写しが

必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該特定事務受任者に

当該戸籍の附票の写しを交付することができる。 

５ 第十二条第二項から第七項までの規定は第一項の請求について、第十二条の二第二項

から第五項までの規定は第二項の請求について、第十二条の三第四項から第九項までの規

定は前二項の申出について、それぞれ準用する。この場合において、これらの規定中「総務

省令」とあるのは「総務省令・法務省令」と、「住民票の写し又は住民票記載事項証明書」

とあるのは「戸籍の附票の写し」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） 

 

（戸籍の附票の除票の写しの交付） 

第二十一条の三 市町村が保存する戸籍の附票の除票に記載されている者又はその配偶者、

直系尊属若しくは直系卑属は、当該市町村の市町村長に対し、これらの者に係る戸籍の附票

の除票の写し（第二十一条第二項の規定により磁気ディスクをもつて戸籍の附票の除票を

調製している市町村にあつては、当該戸籍の附票の除票に記録されている事項を記載した

書類。次項及び第三項並びに第四十六条第二号において同じ。）の交付を請求することがで

きる。 

２ 国又は地方公共団体の機関は、法令で定める事務の遂行のために必要である場合には、

市町村長に対し、当該市町村が保存する戸籍の附票の除票の写しで第十七条第七号に掲げ

る事項の記載を省略したものの交付を請求することができる。 

３ 市町村長は、前二項の規定によるもののほか、当該市町村が保存する戸籍の附票の除票
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について、次に掲げる者から、当該戸籍の附票の除票の写しで第十七条第二号から第六号ま

でに掲げる事項のみが表示されたものが必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当

と認めるときは、当該申出をする者に当該戸籍の附票の除票の写しを交付することができ

る。 

一 自己の権利を行使し、又は自己の義務を履行するために戸籍の附票の除票の記載事項

を確認する必要がある者 

二 国又は地方公共団体の機関に提出する必要がある者 

三 前二号に掲げる者のほか、戸籍の附票の除票の記載事項を利用する正当な理由がある

者 

４ 市町村長は、前三項の規定によるもののほか、当該市町村が保存する戸籍の附票の除票

について、第十二条の三第三項に規定する特定事務受任者から、受任している事件又は事務

の依頼者が前項各号に掲げる者に該当することを理由として、同項に規定する戸籍の附票

の除票の写しが必要である旨の申出があり、かつ、当該申出を相当と認めるときは、当該特

定事務受任者に当該戸籍の附票の除票の写しを交付することができる。 

５ 第十二条第二項から第七項までの規定は第一項の請求について、第十二条の二第二項

から第五項までの規定は第二項の請求について、第十二条の三第四項から第九項までの規

定は前二項の申出について、それぞれ準用する。この場合において、これらの規定中「総務

省令」とあるのは「総務省令・法務省令」と、「住民票の写し又は住民票記載事項証明書」

とあるのは「戸籍の附票の除票の写し」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同

表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

（略） 
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